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技術と市場をつなぐCTO

　私は入社以来、全社のコーポレート研究や事業部商品開発、海外駐
在、営業開発など、研究開発を軸に事業創出からお客さま対応まで経
験してきました。なかでも事業部に近い技術領域での経験が長く、現
場やお客さまと向き合ってきたことは、技術を事業につなげるうえでの
大切な土台になっています。2026年4月からCTOを拝命し、その責任
の重さを受け止めながら、良い緊張感を持って職務に向き合っていま
す。これまでは事業部の研究開発に携わる立場から技術や事業を見
てきましたが、これからは各事業の技術や研究開発を全社的な視点で
捉え、リードしていく必要があると感じています。東洋紡グループ（以
下、当社グループ）の強みは何かという議論を2030中期経営計画（以
下、2030中計）策定の中で何度も行いましたが、やはり根底にあるのは

「人」と「技術」です。この強みをどう生かして新しい事業を生み出して
いくか。技術を高めるだけでなく、ビジネスとして成立させるところま
で持っていく。その橋渡しをするのがCTOの役割だと考えています。
　当社グループには、長い繊維の歴史の中で培ってきた、技術を地

道に積み上げ、良いものを作り続ける姿勢があります。これは、先ほ
ど述べた「人」と「技術」の強みを支える文化であり、現在の事業の基
盤にもなっていると考えています。
　一方で、技術として優れているものを追い求めるあまり、それがお
客さまにとって本当に必要なものか、社会の中でどのような価値を
生むのかという視点が十分に結びつかない場面もあったと感じてい
ます。これからは、マーケティングの視点を取り入れながら、当社グ
ループが培ってきた強みを市場ニーズや社会課題とより深く結びつ
け、「良いものを作る」だけでなく、「求められる価値を形にする」こと
が重要だと考えています。

研究開発テーマの事業化を進め、
次の成長事業へ育てる

　2025中計期間を振り返ると、いくつかの重点テーマを、研究開発
から事業化が見える段階まで進めることができました。なかでも、“ビ

トリマー（Vitrimer※）”と呼ばれる新しい架橋樹脂を応用して開発し
た異種材料接着向け「環境配慮型高耐熱接着フィルム」が研究所
のフェーズから事業部へ移管できたことは、大きな節目だったと考
えています。また、ライフサイエンス事業のエクソソーム精製ろ過膜

「CATAROSEV®」についても事業部への移管を終え、販売をスター
トしたところです。研究開発してきたものが実際に世に出て、お客
さまから前向きな声をいただけることは、やはり非常にうれしいこと
です。研究開発テーマの選択と集中を進めてきた成果として、重点
テーマが着実に前進してきたと受け止めています。
　一方で、2030中計期間では、これらをさらに大きな事業へ育てて
いくことが重要です。「CATAROSEV®」は現在、研究用途が中心で
すが、創薬などの産業用途へ展開することで、事業規模を大きく広
げられると考えています。また、“ビトリマー”についても、基本処方に
続く「第2、第3の矢」を準備しており、単独の新製品にとどめるので
はなく、製品群として展開することで、一つの事業へ育てていきたい
と考えています。研究開発の成果を確かな事業成長へつなげること
で、当社グループらしい新たな価値創出を加速していきます。
※ 「Vitrimer」は FONDS ESPCI PARIS の登録商標です

「高分子」と「バイオ」のコア技術を活用し、
成長領域に新しい価値を創造

　当社グループは、これまで「合成・重合・変性」「バイオ」「成形・加工」
「分析・シミュレーション」を4つのコア技術と捉え、社会課題を解決
する高機能な素材や製品の創出に取り組んできました。しかし、すべ
てのステークホルダーにより簡潔にご理解いただくため、2030中計
において、コア技術を「高分子」と「バイオ」の２つに再定義しました。
これら2つのコア技術は、長らく独立した技術分野・事業領域としてそ
れぞれに深化・拡大してきましたが、今後は両技術の融合領域およ
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半導体事業バリューチェーンと東洋紡グループ製品群

●  搬送容器（エンプラ） ●  研磨防錆剤
●  プローブ用素材

●  排水処理膜、排ガス処理装置（前～後工程）

●  基材・離型フィルム ●  カバーテープ
●  離型フィルム
●  インターポーザ用フィルム

●  回路基板用フィルム
●  ソルダーレジスト、FPC、
●  ボンディングシート（樹脂、フィルム）

PET対比で
優れた耐熱性

ガラス・Siウエハ同等の寸法安定性
＋フィルムの平滑性と易加工性

ウェハ製造 パターニング バックグラインド
・ダイシング パッケージング 基板・アッセンブリ

前工程 後工程 製品

PENフィルムの離型フィルム展開 高耐熱ポリイミドフィルム「ゼノマックス®」（インターポーザ）例 例
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半導体チップ
インターポーザ
半導体パッケージ基板
マザーボード

びその境界において新たな価値の創出を目指します。
　さらに、同中計において、当社グループでは初めて、コア技術を
起点とした戦略的な価値提供領域を定めました。価値提供領域の
設定にあたっては、市場・技術の中長期的なトレンドや事業環境の
変化を見極めるとともに、当社グループのコア技術に加え、サプラ
イチェーン、製造・研究インフラ、人材、顧客基盤などの幅広い経営
資源との適合性・競争優位性を総合的に評価しました。その上で、
成長が期待される「環境・エネルギー」「先端材料」「ヘルスケア」の3

つの領域を選定しました。

半導体市場における新たな成長機会の創出

　先端材料領域の中でも、半導体市場は当社グループが重点的に
取り組むべき成長領域です。当社グループに半導体の会社というイ
メージは強くありませんが、事業や技術を見直すと、強みを発揮でき
る領域が見えてきました。例えば、セラコン用離型フィルムの技術を

生かした派生製品は、半導体製造の後工程の一部において、既に高
い存在感を有しています。新しい市場にゼロから入るのではなく、積
み重ねてきた技術と顧客基盤を半導体という文脈で再編集する。そ
こに成長の糸口があります。
　半導体は、前工程と後工程で市場の様相が異なっており、当社グ
ループが注力するのは後工程です。後工程では、高集積化に向け
た開発が加速し、変化のスピードも極めて速い。そのため、チャンピ
オンユーザーと組み、信頼を得ながら、開発リソースを素早く投入
していく必要があります。その土台になるのが、愚直なものづくり
で培ってきた技術力と、お客さまとの信頼関係です。営業がお客さ
まの中に深く入り、本音のニーズをつかみ、研究開発とタイムリーに
つなぐ。お客さまと共に評価を重ねながら、開発の方向性を見定め
ていく。こうしたお客さまとの距離の近さと意思決定の速さは、半導
体市場で価値を生み出す当社グループの強みです。既存のインフ
ラと技術・顧客基盤を最大限に活用しながら、開発速度とお客さま
接点を競争力に変えていくことが、当社グループらしい戦い方だと
思っています。
　今後は、コア技術を磨き込み、半導体市場への提案力を高めてい

きます。現在特に期待しているのは、高耐熱性ポリイミドフィルム「ゼ
ノマックス®」のインターポーザ用フィルムへの展開と、半導体パッ
ケージング材料の基材や離型フィルムでの展開です。さらに、PETよ
りも高い耐熱性が求められる領域においては、PENフィルム「テオ
ネックス®」の活用を進めていきます。市場の将来像からバックキャス
トして技術やニーズを読み解き、パートナーやお客さまを巻き込み、
共創し、一体となって開発を進める。そして、当社グループの技術を
半導体市場の技術革新へとつなげていきます。

研究・事業開発の「再現性」と
「持続性」を高める

　2030中計で「高分子」と「バイオ」に再定義したコア技術を、実際の
事業創出につなげるには、単に掲げるだけでなく、用途や機能に応じ
てさらにブレークダウンし、当社グループならではの強みとして磨き
込むことが必要です。例えば、超複屈折ポリエステルフィルム「コス
モシャインSRF®」は、PETフィルムで長年培ってきた材料設計や製膜、
加工の技術を積み上げて生まれた成果であり、当社グループの技術
の深掘りが新たな価値につながった一例です。
　当社グループはこれまで、繊維を一つの幹として、フィルムやライ
フサイエンスなどへ枝葉を広げるように事業を発展させてきました。
今後は、それぞれの枝葉で培ってきた技術や知見をもう一度束ね、
新たな幹となる技術領域へ育てていくことが必要です。そのために
は、成功事例を一過性のものにせず、次のテーマを継続的に生み出す

「再現性」と、そのサイクルをつなぎ続ける「持続性」を高めなければ
なりません。遺伝子技術を用いて微生物や細胞などの力を活用し、
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環境負荷の低い素材や化学品を生み出す「バイオものづくり」は、その典型的な事例です。高分子とバ
イオの技術を組み合わせることで、従来の延長線上にとどまらない新たな技術領域を創出します。
　こうした研究開発を支える上で、何より大切なのは「人」です。仕組みはいかようにも作れますが、それ
を動かし、新しい発想へつなげるのは一人ひとりの好奇心と行動力です。私は研究開発に携わるメン
バーに、深い専門性に加えて、外に開かれた視野と旺盛な好奇心を持ってほしいと伝えています。好奇
心は教えて身につくものではありませんが、多様な人 と々の交流や社外での経験を通じて、物事の捉え
方や発想は確実に変わっていきます。また、好奇心や新たな発想を生み出す上では、社内組織の横断
的な連携も重要です。そこで、CTOが代わっても横串の連携が続くよう、研究・事業開発の考え方をマネ
ジメントポリシーとして明文化し、組織に根付かせていきます。個別最適にとどまりがちな技術や人材の
強みを全社最適の創造力へ変え、技術と市場、社内外の知見を結び付けることで、当社グループらしい
新たな事業創出のサイクルを持続的に回していきます。

社会課題を技術で解決し、未来の価値を創る

　社会的価値と経済的価値は、よく「両輪」と表現されますが、私はむしろ「車輪は一つ」だと考えて
います。別々の車輪を同時に回すのではなく、一つの車輪の中に社会的価値と経済的価値が一体と
なって組み込まれていてこそ、事業は前に進む。社会の困りごとを解決し、お客さまの役に立つ価値を
生み出すからこそ、お客さまに選ばれ、その対価として経済的価値が生まれるのだと捉えています。

　この考え方は、当社グループの企業理念である『順理則裕』（なすべ
きことをなし、ゆたかにする）にも通じると思います。社会から求められ
る価値を見極め、当社グループが培ってきた技術や知見を課題解決に
つなげる。その積み重ねが、お客さまとの信頼関係を深め、新たな研究
テーマや事業機会の創出にもつながっていくと考えています。私自身
も、お客さまや社会の課題に向き合う中で、当社グループの技術・人材・
組織の強みをどう生かせるかを問い続け、価値創造ストーリーの実現に
つなげていきたいと考えています。
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繊維／環境分野
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マテリアリティ指標

イノベーション、コンプライアンス（研究開発、知的財産）
の項目、指標、2025年度実績    p.25

知的財産について

知的財産戦略
　東洋紡グループは、技術力・研究開発力に裏打ちされた事業化を推進するため、知財基盤の強化
に取り組んできました。特に重点領域では、対象技術の基本特許に加え、その周辺特許を取得し、事
業競争力の強化を図っています。
　2030中期経営計画では、培ってきた出願力の強みを生かしつつ、「選択と集中」を強化し、知財を単
に「守る」だけでなく、「価値創出」につなげる知財活動を推進します。具体的には、未利用特許のライセ
ンスや有償譲渡による収益化を進めるとともに、オープンイノベーションでは基盤特許を確保した上で
外部連携を推進します。これらを通じて、リスクとリターンを見極め知財価値の最大化を図ります。
　特許ポートフォリオについては、収益性や市場成長性を踏まえ見直しを行い、重点領域への集中を
進めています。また、国別の出願戦略の見直しやライセンス活用により、知財投資効率の向上に取り
組んでいます。2025年度は、知的財産の選択と集中により保有・出願件数共に減少しましたが、重点
領域における出願を継続し、質の高い特許ポートフォリオの構築を進めました。
　成果のモニタリングでは、新たに知財ROICの考え方を導入し、知財投資効率の可視化を進めます。
併せて、知財・研究開発・事業の三者間対話を強化し、保有知財の質の向上と戦略的活用の両面から
知財価値の最大化を実現します。

特許ポートフォリオマップ

　半導体周辺材料は、価値提供領域「先端材料」における重要テーマであり、成長領域
の中核の一つです。ディスプレー分野で培ってきたフィルム技術や樹脂技術の半導体
分野への展開を進めており、当社グループの強みを生かせる領域と考えています。

●   東洋紡・東洋紡エムシー
   東洋紡・東洋紡エムシーの領域
   お客さまの領域

※ 図中の各点は特許を表し、特許を技術的な
類似性に基づいて配置することで、技術領域
の分布と関連性を俯瞰的に可視化したもの。
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矢吹 哲朗
執行役員 CDO、CISO 
TX・業務革新総括部統括

Business Innovationを加速・推進するためのTX推進ステップ

　TXは2025年度、業務改革で創出した成果を起点に経営資源
の再配分を進め、フィルム事業をモデルに、モノづくり改革や事
業協創を本格化するとともに、新たな価値創出に着手しました。
併せて、中長期を見据えた組織風土改革のもと、TXを担う人材要
件の明確化と推進体制の強化を進展させています。基幹システ
ム刷新は計画通り一次フェーズを完了し、2026年度の全社展開
に向けたIT基盤を確立しました。さらに、人事・経理・法務などの
本社機能を中心に、Agentic AIの活用を進め、スタッフ業務の自
動化を推進するとともに、全社的なデータ・AI活用を加速していま
す。また、これらの取り組みにより、当社が蓄積してきた技術・知
見を横断的に活用することで、過去ナレッジ活用によるR&D活動
の生産性向上により、競争優位の強化につなげています。

TX ― DXを包含した「付加価値革命」による経営変革―  Toyobo-Transformation

事業開発戦略

東洋紡グループが推進するTXは、DXを包含し、デジタル活用にとどまらず、組織・人材・業務プロセス・企業文化に至るまでを一体で変革する
「経営変革（付加価値革命）」です。本取り組みは、経営層のリーダーシップのもと推進され、2030中期経営計画における「基盤づくり・強化」を担う中核施策であり、
事業戦略・グリーン戦略・人材戦略の実効性を高める“共通基盤”として機能しています。
TXを通じて、当社グループが培ってきた技術とデータ・テクノロジーを融合し、付加価値創出を加速することで、「より強い会社」への進化を実現していきます。

I
T
環
境 インフラ・セキュリティ インフラ・セキュリティ

レガシーシステム更新/クラウド活用拡充/
セキュリティ強化/統合認証・IT基盤整備

クラウド活用拡充/セキュリティ強化/
統合認証・IT基盤整備

データ

セキュリティ強化/
統合認証・IT基盤整備

データデータ

全社でデータを共有 グループ/社外とデータを共有・連携部門内でデータ活用

D
X
推
進
体
制 IT・デジタル人材の育成、獲得

開 発・運 用 プ ロ セ ス 改 革

IT組織再編

事業を協創できるデジタル人材の育成・組織への変革

I
T
に
よ
る
事
業
貢
献

業務に寄り添う
（理解を深める）

業務目線の会話
（あたり前のことを実行）

新たな事業を協創し事業拡大に貢献
（揺るぎない信頼）

事業本部との協創による新たなビジネスへのチャレンジ

インフラ・セキュリティ

事
業
協
創

2030年度2025年度2023年度

基盤整備から成長実現へ
 ― TXの進化と価値創出の加速 ―

　TXはこれまで、「基盤整備」フェーズにおいて、生産性改革を中心にIT

基盤整備や本社業務改革を推進し、2年間で約28億円を投資、約20億円
の効果を創出してきました。2026年度からは、「サステナブル・ビジョン
2030」の後半フェーズに入り、「基盤整備」から「成長実現」への移行点を迎
えます。人手不足の深刻化や事業環境の変化を踏まえ、これまでに構築し
たデータ・システム基盤や業務改革の成果を活用し、モノづくり改革や事
業協創を通じた付加価値創出へと取り組みを拡張していきます。これによ
り、2026年度以降は130億円以上の効果創出を見込んでいます。今後は、
生産性改革の深化に加え、モノづくり改革への投資を本格化させます。
データ活用やAI実装を軸に現場オペレーションから経営判断までを一体
で進化させることで、投資効果の拡大と事業成長を加速していきます。

TXの進展に伴い、当社グループでは業務効率化にとどまらず、現場課題に寄り添い、解決まで伴走する支援が広がってい
ます。犬山工場では、分散していたトラブル情報やノウハウを可視化・共有し、データを起点とした改善を推進しました。その
結果、一部業務において月当たり約40時間の工数削減を実現するとともに、現場では“データ処理に追われる”状態から“デー
タをもとに考える”働き方への転換が進みました。具体的には、トラブル原因の探索ではなく、アクションプランを起点とした議
論へと変化するなど、主体的な改善行動が定着しつつあります。こうした取り組みを通じて、「やらされる」業務から、納得感や
メリットを実感しながら自律的に取り組む業務へと変化するムーブメントが現場で生まれ、行動変容が着実に進んでいます。
TX人材が現場に入り込み、課題整理から実行まで一貫して支援することで、納得感と実行力を高めています。

今後もTXの実践を通じて、現場起点の変革を広げ、業務プロセスの改善と企業価値向上につなげていきます。

坂倉 広也
TX企画管理部
企画推進グループ

基盤整備

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030（年度）

28億円
20億円

54億円
60億円

3億円
72億円

付加価値の創出

基盤整備＆生産性向上
TX活動
立上げ

サステナブル・
ビジョン2030

実現

成長実現 モノづくり改革

生産性改革・付加価値の創出

● SCMの抜本的見直しによる
 キャッシュフロー改善
● ロボティクス、フィジカルAI
 による自動化検討
● 社内ナレッジ活用による
 トラブルの削減、対応時間短縮

● Agentic AI活用による経理など、
 スタッフ業務の自動化
● データ経営による意思決定
 迅速化、生産性向上
● 過去ナレッジ活用による
 R&D活動の生産性向上

投資

効果

C O L U M N 現場に入り込み、課題解決まで伴走するTXの実践
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人材戦略
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東洋紡のめざす人的資本経営
2030中期経営計画（以下、2030中計）の策定にあたり、執行役員間で当社の価値創造プロセスについての議論を重ねました。その結果、当社の強みは「人と組織」にあると再認識し、価値創造
ストーリーの実現のため、人、組織、風土・文化の3視点から「共創・変革人材」の育成、「しなやかで強い組織」の構築、「安心と働きがい」のある風土・文化の醸成をめざす姿として定めました。
各種取り組みの実行により社会への価値提供を促進するとともに、会社と個人が共に成長する好循環の実現を目指しています。

共創・変革人材
組織や会社を越えて

新たな価値を創造する人材が活躍

しなやかで強い組織
変化に適応し、最適な配置によって

人材を活かす組織

安心と働きがい
多様な人材が共に高め合い

安心と働きがいを実感

変化を楽しみ変革をやり遂げる人づくりと場づくり、対話
●  部門を越えた協働や異動の推進　
●  1 on ALL
●  社外との共創機会の提供と積極支援

経営戦略と連動した人材マネジメント
●  経営戦略実現に必要な人材要件明示
●  部門・事業横断的な人材の配置　
●  マネジメントポリシー
●  次世代リーダー、現場リーダー育成プログラムの実践
●  多様性を生む人材採用

自発的な学びと成長を後押しし、個人と会社が共に成長
●  自発的な学びの促進、やりがいや成長実感が高まる施策
●  多様性を認め合う組織文化の醸成
●  安全で安心して働ける職場環境の確保

重要ポスト後継者準備率の向上

従業員エンゲージメントスコア向上

社内協働スコアの向上

共創貢献スコアの向上

人的資本ROIの向上

従業員を活かす環境スコア向上

めざす姿 インプット （取り組み） アウトプット （進捗指標）

人材戦略

組
織

風
土
・
文
化

人

企業理念体系  「TOYOBO PV Vs」

2030中期経営計画 価値創造ストーリー

イントロダクション
事業開発戦略

東洋紡の稼ぐ力
稼ぐ力を高める経営戦略 価値創造ストーリー 事業戦略

コーポレート・
ガバナンス データ

グリーン戦略 サステナビリティ戦略

企業価値 経済的価値 社会的価値
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C O L U M N

めざす姿 -1 

共創・変革人材 －組織や会社を越えて新たな価値を創造する人材が活躍－

当社の価値創造ストーリーの再現性を高めるため、組織や会社の枠を越えて新たな価値を創造する「共創・変革人材」の活躍をめざす姿としています。
社内での協働、社外との共創を促す取り組みを通じて、環境の変化に柔軟に対応し、変革をやり遂げる人材の育成を推進します。

変化を楽しみ変革をやり遂げる
人づくりと場づくり、対話

　当社は、経営戦略の実現に向けた人的資本のあり方について、そ
の起点を一人ひとりの意識・行動変容であると考えています。また、
2030中計の策定にあたり、当社の強みを改めて議論した結果、これ
までの価値創出の事例においては、社外の顧客・パートナーとの共
創が重要な要素となっていたことを認識しました。強い信念を持つ
変革者と、それを支える人材が互いに尊重し合い協働する風土が強
みであり、さらに強化する必要があると考えました。そのため、多様
なステークホルダーと共に価値を創り上げる「共創力」と、既存の枠
にとらわれず新たな価値や事業を切り拓く「変革力」を備えた人材
を、当社のこれからの成長を支える中核人材と位置付け「共創・変革
人材」と定義しています。そのような人材の育成のため、従業員の主
体的な挑戦や変革を支援する制度や対話を通じて職場内の連携を
高め、組織活性化につながる取り組みを推進します。

めざす姿の可視化

　社内協働スコアは、部門・専門性を越えた連携により、事業成果
や価値創出を実現する人材像を具現化するものです。また、顧客・
パートナーとの「共創」は当社が競争優位を生み出す価値創造ス
トーリーの核心部分であると認識し、新たな価値を生み出す取り組
みの定着度を測る指標として共創貢献スコアを設定しています。

　現在、具体的な指標の測定に向けた方向性の整理が進んでおり、
実効性や現場での運用可能性を確認した上で、2027年度からの本
格運用を目指しています。指標の設定はもとより、めざす姿の実現
のためには、社内外連携による変革を担う人材の育成と対話の場の
創出が重要であり、当社は以下の取り組みを推進していきます。

取り組み

 部門を越えた協働や異動・対話の推進
● キャリアチャレンジ制度（社内公募制度）
　従業員の主体的なキャリア拡大、新たな業務への挑戦機会の創
出を目的に実施しています。人材の最適配置と育成を図ると共に、
エンゲージメント向上にも資する施策として位置付けています。
● 改善提案・開発提案
　従業員による業務改善や技術向上に関する提案を募集し、優れた提
案に対する表彰を行っています。これにより、経営参画意識の醸成や
職場の活性化を図るとともに、業務の改善・効率化につなげています。

 組織力向上に寄与する対話の創出
　役職や等級に関係なく職場単位で全員が個人目標を共有する「1 

on ALL（ワン・オン・オール）」を実施しています。相互理解を深める
対話を通じて、役割意識や業務への責任感の向上を図るとともに、
職場全体の目標の自分事化を促進し、主体的な行動の創出につな
げています。

3社共創で実現した
環境配慮型パッケージの進化

フジパン（株）ご担当者様のコメント

　「ネオバターロール」に環境配慮
という新たな価値を加えることは当
社にとって大きな挑戦でした。プラスチック使用量の削減を進め
る一方で、品質保持性能や印字の美しさを維持する必要があり、
技術面で高いハードルが存在していました。
　こうした中、転機となったのは、長年連携してきたトーホー加工

（株）様から、東洋紡（株）様をご紹介いただいたことでした。東
洋紡の「パイレン　EXTOP®」は、印刷適性やパンの充填工程で
の加工性に優れ、一般的なOPPフィルムと比べて約20％の薄肉
化が可能であり、環境負荷の低減と製品品質の維持の両立を実
現しました。3社の共創を通じて、長年愛されてきた「ネオバター
ロール」に環境配慮という新たな価値を加えることができました。

トーホー加工（株）
本社 営業本部

（左より） 本郷様、鶴谷様

フジパン（株）
マーケティング部

（左より） 篠田様、及川様

人材戦略

イントロダクション
事業開発戦略

東洋紡の稼ぐ力
稼ぐ力を高める経営戦略 価値創造ストーリー 事業戦略
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メンバー
社長・統括役員※1 他

全社人材会議

対象
全社マネジメント人材

アジェンダ
人材の選定・育成・ローテーション

部門人材会議
メンバー

統括役員・総括部長※2 他
対象

事業部門・スタッフ※3人材

アジェンダ
人材の選定・育成・ローテーション

連携

※1 各事業本部や管理部門を統括　※2 複数事業部にわたって特定分野を統括
※3 企画・管理・人事などのコーポレート部門

障がい者雇用を通じた多様性の推進

　当社は、障がい者雇用を企業の社会的責任であるとともに、従
業員が多様性への理解を深める実践的な機会と捉え、積極的に
取り組んでいます。地域の障がいを持つ方々の雇用機会創出と
活躍推進が、地域社会への貢献にもつながると考えています。採
用にあたっては、障がい特性に配慮した職務設計や受け入れ職
場の選定などの合理的配慮を行うとともに、指導員の配置や人
事・労務担当部署での習熟支援など、職場定着に向けた支援に
も取り組んでいます。2026年7月の法定雇用率2.7%への引き上
げを踏まえ、障がい者雇用を推進していきます。

C O L U M N

当社は、従業員個人の能力の向上だけでなく、組織全体としての価値創出の力を高めることを目指しています。経営戦略と連動した人材マネジメント、すなわち、変化する事業環境や
事業戦略に柔軟に対応した最適な人材配置により、人材基盤の厚みと柔軟性を高めることで、持続的に成長し続ける組織作りを進めています。

人材戦略

めざす姿 -2 

しなやかで強い組織 －変化に適応し、最適な配置によって人材を活かす組織－

経営戦略と連動した人材マネジメント

　当社は、経営戦略と連動した人材マネジメントを、「事業環境に応
じて必要なポジションに必要な能力を有する人材を過不足なくタイ
ムリーに配置すること」と捉えています。この考えのもと、事業ポー
トフォリオに沿い、重点領域への注力に必要な役割やスキルを把握
し、人材像を明確化した上で、人材確保と最適配置を推進していき
ます。経営戦略に応じた部門・事業横断的な人材配置を推進すると
ともに、組織の運営・管理のあり方や、意思決定・行動の拠り所とな
る価値観・方針を示したマネジメントポリシーの策定を、主要部門
を中心に進めています。

めざす姿の可視化

　組織としての柔軟性・強さを可視化するための指標として、重要
ポスト後継者準備率の指標を設定しています。本指標は、戦略を中
長期にわたり遂行するための組織体制を測るものです。重要ポスト
に対し、将来の後継者が複数人確保され、戦略実行と変革を持続的
に推進できる人材基盤の整備を進めます。
　また、社内での協働や社外との共創、多様な人材の自律的成長
を支える取り組みの成果を示すとともに、人的資本への投資と創出
される付加価値との関係をモニタリングする指標として人的資本
ROIを設定しています。

取り組み

 次世代経営人材と重要ポスト後継者の育成
　当社は、主に全社マネジメントポストの後継者を討議する「全社
人材会議」と、部門マネジメントおよび業務専門性の高いポジショ
ンの後継者を討議する「部門人材会議」を運用しています。両会議
を連携させることで、部門や事業の枠を越えた人材配置と経営人
材の計画的な育成、および継続的な輩出を図り、組織全体の持続
的な成長につなげています。次世代経営人材の育成に向けては、
選抜した人材に対し社内外の研修を計画的に実施しています。さら
に、事業運営や経営スタッフ業務などの経験を積む機会を提供し、
経営視点を備えた人材の育成を進めています。

全社・部門人材会議の連携による人材マネジメント体制

 部門・事業横断的な人材の配置
　キャリア開発シートにおいて、個人のキャリア志向や希望職種を

障がい者の皆さんで構成する「事務チーム」のリー
ダーとして、業務指導を通じてメンバーが安心して
働ける職場づくりに取り組んでいます。
共に仕事をする中で、健常者も障がい者の方もお
互いに戸惑いを感じることはありますが、障がい者
の方に限らず一人ひとりに特性があることを前提と
したコミュニケーションを心がけるなど、社内で多
様性への理解が深まりつつあると感じています。

中尾 欣正
人事・労務総括部
労務部

把握し、各部門の状況も踏まえた人事異動を行っています。個人の
専門性や強みを活かした配置と部門間連携の強化により、発揮能
力の最大化と組織最適化につなげています。

 多様性を生む人材採用とその育成
　女性の活躍推進、他社経験者の採用、障がい者の法定雇用率の
達成と維持、中高齢者の活躍支援など諸施策を実施しています。

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン 人材マネジメント

イントロダクション
事業開発戦略

東洋紡の稼ぐ力
稼ぐ力を高める経営戦略 価値創造ストーリー 事業戦略

コーポレート・
ガバナンス データ

グリーン戦略 サステナビリティ戦略
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https://www.toyobo.co.jp/sustainability/society/diversity_inclusion/
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「共創・変革人材」の育成および、「しなやかで強い組織」の構築に向けては、多様な人材が安心して能力を発揮しながら、やりがいや成長実感を得られる風土・文化の醸成が重要な基盤となり
ます。こうした風土のもとで、会社と従業員の相互信頼を深め、価値創出に相互に貢献する関係の構築を目指します。

人材戦略

めざす姿 -3 

安心と働きがい －多様な人材が共に高め合い安心と働きがいを実感－

自発的な学びと成長を後押しし、
個人と会社が共に成長

　当社は、多様な人材が能力を最大限に発揮し、やりがいや成長実
感を得られる風土・文化の醸成に向け、従業員の自発的な学びと成
長を後押しする取り組みを進めています。従業員の主体性や貢献意
欲を高めるとともに、会社と従業員が相互に貢献し合う関係を深化さ
せることを目的としています。さらに、モチベーションやスキルの向上
を通じてエンゲージメントや組織パフォーマンスの向上につなげ、企
業価値の向上と持続的な成長の実現の好循環を生み出します。

やりがいや成長実感を高める取り組み

 人事考課の運用の見直し
　2025年度より、上位方針を踏まえた個人目標設定の明確化と、
最終評価のフィードバックなど運用面を強化し、達成感やモチベー
ションの向上を図っています。

 自発的な学びの機会の提供
　職務上の期待や自身のキャリア志向に基づき、各自が必要な知
識・スキルを学ぶことができるよう、公募型の研修や自己啓発のた
めのe-learningなど、多様な学習機会を提供しています。

 現場主体の改善活動
　現場の課題をチームで共有し主体的に改善に取り組む「S-UP活
動」を推進しています。現場で働く女性社員を中心とした改善活動
の事例を次のページでご紹介します。

めざす姿の可視化

　当社では、持続的な成長の基盤となる組織風土の状態を把握し、
組織課題の改善につなげるため、2020年度より定期的に（2024年
度からは毎年）エンゲージメントサーベイを実施しています。2025

年度の結果は、「従業員エンゲージメント」52％（前年比±0ポイント）、
「従業員を活かす環境」57％（同＋2ポイント）となりました。

　昨年まで課題であった経営方針の発信に関する項目では高い
スコアが示されました。経営陣からの発信頻度の向上に加え、事業
所や工場での直接説明、経営陣と少数の従業員による「まじめな雑
談」、さらには経営戦略と個人目標を連動させる人事考課の運用開
始など、各種施策の成果が表れたものと認識しています。一方で、
経営方針を各職場での行動レベルまで十分に浸透させる点につい
ては、引き続き取り組むべき課題と認識しています。
　具体的には、当社の経営方針に基づくマネジメントポリシーの整
備を主要部門を中心に進めています。また、一人ひとりが目標を主

52%

肯定的回答

57%

肯定的回答

52%

肯定的回答

57%

肯定的回答

1 on ALLの様子（TX・業務革新総括部 業務システム部）

マテリアリティ指標 人的資本の項目、指標、2025年度実績    p.24

対 象 ： 東洋紡単体、
東洋紡エムシー（株）、
東洋紡STC（株）
および
東洋紡せんい（株）

実施時期 ： 2025年7月
回 答 率 ： 96％

    ※前回比回答率＋6％

■肯定的回答
■中立的回答
■否定的回答

従業員エンゲージメント 従業員を活かす環境

体的に捉えられるよう、個人目標を職場内で共有する「1 on ALL」な
どの取り組みを推進しています。引き続き、現場から経営まで各階
層での対話を積み重ね、経営方針の理解を促進していきます。 

　当社は、サステナブル・ビジョン2030において「現場が主役」を掲
げています。安全で安心して働くことができる職場の実現と、一人ひ
とりが自らの仕事に誇りとやりがいを持ち、自己成長を実感できる
風土・文化づくりを目指しています。そのためには、経営方針を職場
や個人の役割・目標につなげるとともに、自身の仕事がお客さまへ
の価値提供や社会課題の解決にどうつながっているかを実感でき
ることが重要です。さらに、その取り組みの成果がお客さまからの評
価や業績向上につながり、適切な評価・処遇を通じて成長と挑戦を
後押しする好循環を生み出すことで、従業員一人ひとりのやりがい
と主体性を一層高めていきます。

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン 人材マネジメント
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事業開発戦略

東洋紡の稼ぐ力
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人材戦略

現場の気づきから実現した多様な人材が働きやすい職場

当社では、現場の課題をチームで共有し主体的に改善に取り組む「S-UP活動」を推進しています。本活動は、業務改善を通じた生産性や安全性の向上を図るとともに、
人材育成と職場活性化を目的としています。今回は、交替勤務の現場で初めて女性従業員として働く金澤さんを中心に進めた、製造現場の環境・設備改善活動を紹介します。

特 集

現場メンバーの声から始まり
対話を重ねた改善活動

　「金澤さんに負担となる力作業をなくしたい」
という職場メンバーの声をきっかけに活動が開
始されました。本活動ではリーダーの金澤さんと
メンバーが協働して日常業務で負担となる作業
を抽出し、負荷の度合いを整理した上で現状把
握を行いました。その結果、金澤さんに限らず、
年齢や体力の違いにより負担となる作業がある
こと、また暑熱環境下の作業は男性でも負担を
感じていることが明らかになりました。こうした気
づきをもとに、チームで対話を重ね、重量物の軽
量化や作業用具の仕様の見直しを実施しました。
その結果、作業時の身体的負担が低減され、性
別や年齢を問わず誰もが無理なく作業できる環
境が実現しました。一人ひとりの視点や経験が
生かされた成果であり、現場主導で改善を進め
る仕組みと文化の醸成につながっています。

多様性を起点とした
相互理解と協働の促進

　従来、製造現場は男性中心であり、女性が働
くことを前提とした環境整備が十分とは言えま
せんでした。本活動は金澤さんが現場で働く中
での気づきを起点としながらも、性別のみならず
年齢や経験などの違いにも起因する共通課題
を顕在化させるきっかけとなりました。また、改
善箇所の特定や対策の検証などを通して、現場
メンバー間のコミュニケーションも活性化しまし
た。従来の前提にとらわれない改善により、属性
を超えた相互理解と協働の風土が根付きつつあ
り、多様性を尊重した組織成長につながってい
ます。

作業負荷軽減を通じた
安全で働きやすい職場づくり

　本活動は、作業負荷の軽減や安全性向上と
いった具体的な成果にもつながっています。こう
した取り組みは、従業員一人ひとりが変化を恐
れず、自ら工夫しながら能力を発揮できる職場
づくりに直結するものです。

活動を通じて得られた
成長実感と相互理解

　力仕事では周囲の支援に感謝しつつも、男
性と同等に働ける環境で一人前になりたいと
の思いがありました。作業用具の改善にあた
り、共同で使用している現場メンバーにも直
接説明し、理解を得ながら進めました。活動
を通じて現場でのコミュニケーションが増え、
相互理解が深まったことで、周囲への感謝の
気持ちが一層強まり、日常業務にもさらに前
向きに取り組めるようになりました。

　また、現在は女性の働きやすさ向上を目的
に女性分科会の立ち上げを進めています。
女性目線での主体的な意見発信と改善によ
り、工場全体の職場環境向上を目指します。

根本 琉愛
宇都宮工場 製造部

浅野 慎之
宇都宮工場 製造部 係長

金澤 瑠夏
宇都宮工場 製造部

　省力用具の活用により作業負荷が低減しただけ
でなく、職場の方々との交流が増えて意思疎通が図
りやすくなりました。この良好な関係性と改善によ
る成果を生かし、今後も女性分科会などを通じてさ
らに作業改善を進めていきたいです。

　現場と管理者の中間層として、双方の課題をつ
なぐ役割を意識し、日々業務に取り組んでいます。
今後は、さらに作業者間の業務の偏りをなくし、組
織全体の稼働最適化につなげていきたいと考えて
います。

工業用フィルム
の 品 質を確 認
する金澤さん

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン 人材マネジメント
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社会から
求められること

東洋紡グループは、企業理念『順理則裕』のもと、「サ
ステナブル・ビジョン2030」に基づき、持続可能な社会
の実現に向けた取り組みを進めています。気候変動をは
じめとする環境課題は、事業の前提に大きな影響を及ぼ
す重要なテーマであり、私自身、生産現場での経験を通
じてその重要性を実感してきました。不確実な状況にお
いても、現場で培った実行力と粘り強さで課題に向き合

サステナブル・ビジョン2030

脱炭素社会 循環型社会 良質な水域・大気・土壌 & 生物多様性

自社の
取り組み目標

地球から求められる最優先課題は気候変動対応
● 自社の事業活動・バリューチェーン全体におけるGHG排出量
削減

● 脱炭素社会の実現に寄与するソリューションの提供

● 事業活動におけるGHG排出量削減を推し進め、2050年度に
はネットゼロを達成

●  製造工程における新品素材の使用率低減とリサイクル原料
の活用追求

●  製造工程で発生する化学物質を適切に管理、外部漏出を防止

プラスチックメーカーとしての責任
●  製造工程からの廃棄物を削減、リサイクル、最終処分量の 
最小化

● バイオマス・リサイクル原料の活用や循環型社会の実現に向
けた対応

環境負荷低減はもとより、環境の“良質化”
● 自社の事業活動において、環境負荷を低減する取り組み
● 良質な「水」「大気」「土壌」を確保するソリューションの提供

生物多様性を保全するための取り組み
● “ネイチャーポジティブ”（自然や生物多様性の損失を止め、
回復させる）への寄与

排出廃棄物量

15%削減 （2015年→2030年）

Scope 1,2

2030年度に46％以上削減（2013年度比）

2050年度にネットゼロ
削減貢献として2050年までにバリューチェーン全体のGHG排出量を上回る

削減貢献量 自社のバリューチェーン全体の排出量

GHG
環境負荷低減

VOC排出量 60%削減 （2014年→2030年）

有害物質水域排出量80%削減 （2023年→2030年）

「サステナブル・ビジョン2030」 Planet ： 地球全体を意識した社会問題の解決に貢献

詳細  p.42

グリーン戦略

環境マネジメント

代表取締役
専務執行役員　Co-COO
安全防災・生産技術部門、
調達・物流総括部統括

酒井 太市

い、着実に前進することが重要であると考えています。
当社グループでは、脱炭素社会および循環型社会の

実現に向け、温室効果ガス（GHG）排出量の削減や資源
の有効活用、廃棄物の最小化に取り組むとともに、化学
物質管理や水・大気・土壌の保全、生物多様性の保護を
推進しています。また、再利用可能な物質や汚染物質の
回収に貢献する膜や、石油由来資源の代替素材など、環
境負荷低減に貢献する製品・技術の開発にも注力し、社
会への価値提供を強化しています。

今後も、事業活動を通じた環境負荷低減と成長の両
立を図り、現場力を基盤とした取り組みを一層深化させ
るとともに、次世代に誇れる企業であり続けることを目
指していきます。

　CDPとは、企業や自治体の環境への取り組みを調査・評価する国際的な非営利団体
で、投資家や企業の意思決定に影響を与える最も権威ある環境格付け機関の一つです。
　当社は、CDPの2025年調査で「気候変動（Climate）」と「水セキュリティ（Water 
Security）」の両分野において最高評価「Aリスト」に選定されました。世界2万社超の対象
企業の中で、上位4％の企業として評価されたものです。
　岩国事業所自家火力発電所の燃料転換をはじめ、各工場でのGHG排出量削減や、水
資源管理への優れた取り組み、それらに対する透明性の高い情報開示が評価されました。

気候変動

国際的な環境格付け機関CDPの2025年調査
「気候変動」「水セキュリティ」の2分野で最高評価

イントロダクション
事業開発戦略 人材戦略

東洋紡の稼ぐ力
稼ぐ力を高める経営戦略 価値創造ストーリー 事業戦略

コーポレート・
ガバナンス データ

サステナビリティ戦略
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フェーズ 1

フェーズ 2

フェーズ 3

フェーズ 4

これまでの海水淡水化RO膜における実績をもとに、「高濃度塩水濃縮（BC）膜」としての用途展開
を開始。製塩工場においては塩の生産性向上に、リチウムイオンバッテリー（LIB）のリサイクル工場
においては廃LIBからのリチウム回収工程の短縮に貢献。さらに、ZLD（Zero Liquid Discharge：
無排水化）をめざした排水減容化用途も展開。
今後は、三菱商事（株）のネットワークも活用しながら、現地パートナーやアライアンスを拡充し、装置の大型
化や最終需要家へのアプローチという課題をクリアしながら、価値創造ストーリーを継続的に再現。

RO膜の価値創造ストーリー 価値創造のポイント

フェーズ 2

ソリューションの検討

フェーズ 3

事業化による
ソリューションの創造

資源循環：LIBリサイクル工場におけるリ
チウムの回収・再利用に貢献。
有価物回収工程の短縮化：膜濃縮の適用
により、後段の蒸発工程の短縮化が可能。
エネルギー使用量の削減：蒸発工程の短縮
により、エネルギー使用量の削減に寄与。

海外の大型案件では、エンジニアリング会社に対する高度な技術的折衝が求められたが、研究
者、技術者が出向いて真摯に対応。
2010年、伊藤忠商事（株）および現地企業との合弁により、サウジアラビアで初となる海水淡水
化用中空糸型RO膜の製造・販売会社※を設立。設立にあたり、経済協力機関である中東協力セ
ンターから投資環境調査などの支援を受けた。その後は現地工場からも中東地域の海水淡水
化施設へRO膜の供給を進め、同地域の水資源の確保に貢献。サウジアラビアにおけるシェア
は約20％、年間約520万人分の生活用水を提供。
※ARABIAN JAPANESE MEMBRANE COMPANY, LLC（2025年にTOYOBO MC Middle East
　 Industries Company, LLCへ社名変更）

1

2

1980年、岩国工場（当時）でRO膜モジュールの生産を開始するも、小型モジュールが大半で、成長性
の限界が顕在化。海水淡水化の市場規模が大きい中東湾岸諸国の大規模プロジェクトに着目した。
エンジニアリング会社へのアプローチや展示会、学会を通じて、CTA製の膜は塩素殺菌による洗
浄が容易であり、単位体積当たりの膜面積が大きく、装置がコンパクトである点などをアピール
し、海外市場における信頼性や評価を確立。
1981年、有望市場であるサウジアラビアで海水淡水化の実演を実施。同地域特有の高温・高濃
度海水でもWHO基準の飲料水を安定して提供できることを証明。1989年には、日本の大手エ
ンジニアリング会社が受注した当時世界最大規模のRO法によるサウジアラビアの海水淡水化
施設に当社グループの膜が採用された。

1

2

3

フェーズ 4

次のソリューションの
創造

フェーズ 1

人と地球が抱える
困りごとの把握

1970年代初頭、人口増加や産業化により水不足が深刻化し、水質汚染も顕在化。
祖業である綿紡績に始まり、化学繊維・合成繊維へと展開してきた当社グループは、繊維分野で
培った高度な技術力を基盤に、新規事業開拓の可能性を模索していた。
①②を背景に、高品質な水を安定的に確保するニーズに応えるべく、レーヨン事業を通じて蓄
積した中空糸紡糸技術を生かし、塩素殺菌可能な耐塩素性を有するCTA製の中空糸型RO膜
モジュールの開発に着手。

1

2

3

多くの他社膜はポリアミド製かつ膜構造は
平膜型が主流の中、CTA製の中空糸型に
することで、他社と差別化。

膜性能を最大化させるべく紡糸からモ
ジュール設計までの一貫生産プロセスを検
討。海水淡水化の試験所であった造水促進
センターの実証試験に採用されたことを契
機に、事業化に向けた取り組みを本格化。

技術

パートナーとの協業 外部技術・人材取り込み

研究者・技術者の課題と向き合う真摯な姿勢。

伊藤忠商事（株）および現地企業との合弁会
社設立を通じた人と地球の困りごとの解決。

人と組織

パートナーとの協業 外部技術・人材取り込み

粘り強いアプローチにより、海外市場にお
ける信頼性や評価を確立。

サウジアラビア政府との信頼関係を構築す
るとともに、塩素で容易に膜洗浄できるな
ど、トータルの造水コスト低減を訴求するこ
とで、同国の海水淡水化施設への納入実績
を積み上げた。

人と組織

お客様との共創

技術

パートナーとの協業

海水淡水化用逆浸透（RO）膜
RO膜は、水分子のみを透過させ、イオンや有機物、細
菌、ウイルスなどの不純物を除去する極めて微細な分
離膜。圧力を加えることで、水を高濃度側から低濃度側
へ移動させる「逆浸透現象」を利用している。
当社グループ（東洋紡エムシー（株））は、セルローストリ
アセテート（CTA）製の中空糸型RO膜を展開。CTA膜
は耐塩素性に優れるため塩素殺菌が可能であり、微生
物による汚染を低減する。高温・高濃度・閉鎖海域の中
東湾岸諸国の海水淡水化プラントに採用され、高品質
な生活用水の供給に貢献している。サウジアラビアにお
けるシェアは約20％（当社推定）。

東洋紡グループの価値創造事例

2030中期経営計画で示した「価値創造ストーリー」に基づき、環境価値の創出につながる事例として海水淡水化用逆浸透
（RO）膜を紹介します。「コア技術」と「人と組織」の力を原動力に、経済的価値と社会的価値の両立を実現しています。当社
グループは、この価値創造サイクルの再現性を高めることで、人と地球に求められるソリューションを創出し続けます。

グリーン戦略

事業を通じた環境価値の創出 企業理念体系 「TOYOBO PVVs」

強み
人と組織 技術

提供する価値

共創
お客様との
共創

パートナーとの
協業

外部技術・
人材取り込み

社会実装を支える中核素材を創出
領域：先端材料、ヘルスケア、環境・エネルギー

人々のくらし＋地球環境を「ゆたかに」

サステナブル・グロースの実現

顧客価値創造 社会課題解決

イントロダクション
事業開発戦略 人材戦略

東洋紡の稼ぐ力
稼ぐ力を高める経営戦略 価値創造ストーリー 事業戦略

コーポレート・
ガバナンス データ

サステナビリティ戦略

企業価値 経済的価値 社会的価値
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グリーン戦略

サステナブル・グロースの実現めざす姿を実現する
コミットメント 稼ぐ力を高める経営戦略

東洋紡の稼ぐ力



　GHG排出量の大きな割合を占める岩国事業所では、ロードマップ
通りに2023年10月に自家発電所をリニューアルし、Scope1の大幅
な削減を実現しました。
　当社グループは、2030年度には2013年度比で46％以上のGHG

排出量削減、2050年度にはネットゼロの達成を掲げています。これ
らの取り組みは、環境価値の創出とともに、持続可能な成長を支える
基盤となるものです。

2013年度 2020年度 2030年度

トランジション（低炭素） カーボンニュートラル（脱炭素）

オフセット

ネットゼロネットゼロ

2050年度

％％2626 削減削減
％％4646 削減削減

％％2727 削減削減

カーボンニュートラル施策

カーボンフリー燃料への転換（水素、アンモニアなど）
生産プロセスの電化
カーボンフリー電力の調達
カーボンオフセットの導入（CCUS、森林吸収など）

生産増 省エネ
（エネルギー削減）

燃料転換

再エネ電力など
主なGHG削減施策

使用エネルギーの削減
生産効率向上
再生可能エネルギーの導入/調達
（太陽光、クレジット調達など）

燃料転換（脱石炭）
カーボンフリー燃料の導入検討
購入電力の低炭素化

65.5万
トン

90万
トン

121万
トン

VOC排出量 有害物質水域排出量
2030年度目標 60%削減 （2014年度比） 80%削減 （2023年度比）

2025年度実績 83%削減 39%削減

排出廃棄物量 フィルムのグリーン化※比率
2030年度目標 15%削減 （2015年度比） 60%

2025年度実績 7%削減 18%

その他の環境取り組み 水資源などその他の取り組みはウェブサイトをご確認ください。

GHG排出量

2024 2025
（年度）

20212020 2022 2023

（千トン-CO2） Scope1 Scope2

0

200

400

600

800

1,000

718718

183

718718

183

712712

182

659659

172

615615

169

621621

150

2030年度
目標

46%以上削減
（2013年度比）

2025年度
実績 37%削減

GHG排出量 Scope1,2

カーボンニュートラルへのロードマップ

これらの取り組みにより
プラスチック製品をグリーン化
（バイオマス・リサイクル原料の
使用促進、減容化）

バイオマス原料
粗原料

使用済み
プラスチック

廃棄物

リデュース

リデュース

環境配慮設計

環境配慮設計

ケミカル
リサイクル

原料

製造工程での
リサイクル

プラスチック
製品

プラスチック
素材

製造

製造

最小化 消費

製造

リユース

プラスチックのライフサイクルと資源循環に向けた
当社グループの取り組み

マテリアル
リサイクル

良質な水域・大気・土壌 & 生物多様性

　製造工程で発生する化学物質を適切に管理し、外部漏出の防止に努め、環境保
全に取り組みます。大気・水域へ排出される化学物質について、法規制値よりも厳
しい自主基準値や削減目標を設定し、徹底した管理をするとともに排出量を削減
しています。
　また、TNFD提言を踏まえて事業活動と自然の接点・影響の把握とそのリスク・
機会の分析を進めています。

集計範囲：東洋紡単体および国内連結子会社※石油由来資源の使用量低減につながる技術や取り組み

マテリアリティ指標 脱炭素社会&循環型社会、指標、2025年度実績    p.24

脱炭素社会

　東洋紡グループは、気候変動を最重要の社会課題の一つと捉え、事業活動への影響を認識しています。国際的な枠組みである「パリ協定」
および「グラスゴー気候合意」を支持し、Scope1,2の温室効果ガス（GHG）排出量削減に向けたカーボンニュートラルロードマップを策定しまし
た。ロードマップに沿って、省エネルギー化、燃料転換（脱石炭）、再生可能エネルギーの導入など、具体的な施策を着実に推進しています。

循環型社会

　主力製品であるフィルムをはじめとした多くのプラスチック製品
を取り扱っており、資源循環型社会への移行は、事業のリスクと同
時に大きな機会となり得ると認識しています。
　プラスチックメーカーの責任として、 製造工程からの廃棄物削
減、リサイクル、最終処分量の最小化に取り組んでいます。

グリーン戦略

環境への責任 ～東洋紡グループの2030年度目標～

イントロダクション
事業開発戦略 人材戦略

めざす姿を実現する
コミットメント

東洋紡の稼ぐ力
稼ぐ力を高める経営戦略 価値創造ストーリー 事業戦略

コーポレート・
ガバナンス データ

グリーン戦略 サステナビリティ戦略

サステナブル・グロースの実現
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社会の変化およびその影響
リスク/ 機会項目

当社グループの対策
区分 期間 事象

脱炭素社会への
移行に伴う影響
広範囲に及ぶ政策・
法規制・技術・市場の変化など

移行・
リスク

短期 カーボンプライシングの導入
● GHG排出量削減計画の推進（省エネルギー、生産効率向上、燃料転換、再生可能エネルギー導入ほか）
● インターナルカーボンプライシング制度の活用

中期
~

長期

原燃料価格の上昇
（炭素価格の転嫁など）

● 非石油由来資源へのシフト
● サプライヤーへの働き掛け・連携（低炭素原料開発など）
● 原材料調達手段の多様化（複数購買・現地調達を拡大）

省エネルギー化推進・
高効率設備導入などに伴うコスト増加

● 生産プロセスの革新・超高効率化の追求
● サステナブルファイナンスやトランジションファイナンスなどの活用
● バリューチェーン全体における生産の高効率化（関係会社との統合・連携強化、M&Aなど）

製品製造時の低炭素/脱炭素化要求
への対応に伴うコスト増加

● 再生可能エネルギーの導入・調達拡大
● 生産プロセスの高効率化、省エネルギー化推進
● 製品価格への転嫁

石油由来資源の削減や
代替化する要請の高まり

● 原材料のリサイクル材やバイオマス由来素材へのシフト加速
● 石油由来資源に依存する汎用素材事業の見直し

移行・
機会 中期

低炭素/脱炭素型素材や
製品の需要増加

● 原材料のリサイクル材やバイオマス由来素材へのシフト加速
● 微生物（酵母）を活用したバイオ事業の生産プロセス革新（バイオものづくり）
● 原材料（リサイクル材やバイオマス由来素材）の調達課題（材料の逼迫）への対応
● 低炭素/脱炭素型素材での製品開発・商品企画の推進と販売促進
● 革新的な低炭素/脱炭素型素材の開発加速
● 低炭素/脱炭素型製品の生産/品質管理体制の強化

GHG排出削減
貢献につながる製品の需要拡大

● 削減貢献視点でのお客さまを含めたサプライチェーンでの連携
● 従来技術からの置き換えによる削減貢献に寄与する製品開発・商品企画※の加速と販売促進
※省エネルギー型の海水淡水化膜、溶剤の燃焼処理を回避し再利用を可能にするVOC回収装置、廃液処理由来の

GHG排出の低減に寄与する水現像フレキソ版とその廃液処理システム、燃料電池用素材、GHG多排出工程である塗
装を代替する塗装代替フィルムなど

再生可能エネルギー・
蓄電池関連市場の拡大

● 再生可能エネルギー/蓄電池関連事業※の製品開発・商品企画の強化と販売促進
● 当社と三菱商事（株）による合弁会社である東洋紡エムシー（株）における、メガトレンドの先取りや海外展

開、ソリューション提供力の強化
※ペロブスカイト太陽電池用部材、浸透圧発電用膜、浮体式洋上風力発電用スーパー繊維・フィルム、リチウムイオン二次

電池工場用VOC回収装置、有価物（リチウムなど）濃縮用膜・装置、水素発生装置関連素材、水素キャリア関連素材、有
機薄膜太陽電池用ドナー材料など

気候変動の
進行に伴う影響
資産に対する直接的な損傷や、
サプライチェーンの
寸断による間接的な影響、
技術・市場の変化など

物理的・
リスク

現在
~

中期

猛暑による生産性の低下

● 熱中症予防に関する基本方針の明確化
● 作業環境、作業の適切な管理（日よけ・冷房・通風設備の増設、高温多湿作業場での連続作業時間短縮など）
● 工場内作業の自動化拡大
● IoT機器などでの現場作業者の熱中症管理

自然災害による原材料の供給停止 ● 在庫水準見直し、複数購買の拡大
● 物流ルートの多様化
● 気候変動に左右されにくい代替原料の検討原料調達の不安定化

水害（洪水・高潮など）による
設備損壊、操業停止

● 水害対策に関する基本方針の明確化 ● 生産設備/動力設備などの高耐久化や高台移設/かさ上げ
● 生産拠点の分散・移転 ● BCP訓練実施

物理的・
機会

中期

土木工事の需要増加 ● 減災/復旧工事用ジオテキスタイル※の拡充
※盛土法面強化シート、雨水流出制御層保護シート、軟弱路床補強シートなど

水不足や干ばつによる
海水淡水化の需要増加
淡水希少化による産業排水の
無排水（ZLD）化※の需要増加　
※ Zero Liquid Discharge

● 海水淡水化用膜（RO/FO膜など）※の生産能力拡大と販売促進
● RO/FO膜などの省エネルギー/高耐久性化開発
● 高効率濃縮用膜（BC膜）※のシステム開発
● RO/FO/BC膜などの生産/品質管理体制の強化
● 三菱商事（株）の海外ネットワークを生かした東洋紡エムシー（株）による販売力の強化
※RO：Reverse Osmosis, FO：Forward Osmosis, BC：Brine Concentration

長期 気温上昇に伴う感染症対策
（予防・治療）の需要増加

● 食品衛生需要拡大を捉えた食品パッケージ関連製品の機能性強化と販売促進
● 感染症関連製品・技術の研究開発促進

シナリオ別のリスク/ 機会とその対策　東洋紡グループは、2020年1月にTCFD提言に賛同し、同提言に
のっとった取り組みと開示を進めています。詳細は有価証券報告書
をご確認ください。 有価証券報告書

ガバナンス

　気候変動関連課題の最高責任者である社長執行役員を委員長
とする「サステナビリティ委員会」を設置し、気候変動関連課題の解
決に向けた上位方針や目標設定について審議しています。取締役
会はその報告を定期的に受け、上位方針や目標などの重要事項を
承認し、活動の進捗を監督しています。

戦略

　当社グループは、「サステナブル・ビジョン2030」の中で「脱炭素社会
＆循環型社会」の実現を「貢献により解決する社会課題」の一つとして
います。また、TCFD提言に沿い、パリ協定に基づく気候変動シナリオ
を前提とした将来リスクと事業機会を分析・整理しました。それらリスク
と機会の影響と財務インパクトを特定した上で目標、指標の設定およ
び対応策を実施し、経営戦略の強靭性（レジリエンス）向上を図ります。

 シナリオ分析
　気候変動の影響の深刻化やその対策の進展に応じたさまざまな
シナリオが考えられる中、以下のシナリオを典型的なものとして参
照しました。また、期間として「短期」を3年程度、「中期」を2030年ま
で、「長期」を2050年までとしています。
●  脱炭素社会移行（1.5℃）シナリオ：「NZE （IEA WEO2025）」ほか
●  気候変動激化（4℃）シナリオ：「SSP5-8.5 （IPCC AR6）」ほか

リスク管理

　全社的なリスクに関するアセスメントの結果を踏まえ、気候変動に
より激甚化する水害（洪水・高潮など）リスクを含む自然災害リスク
などを、当社グループの重大なリスクとして管理しています。

気候変動 ESGパフォーマンスデータ（環境）

マテリアリティ指標 脱炭素社会&循環型社会、指標、2025年度実績    p.24グリーン戦略

気候変動による財務関連情報開示（TCFDに基づく開示）

イントロダクション
事業開発戦略 人材戦略

めざす姿を実現する
コミットメント

東洋紡の稼ぐ力
稼ぐ力を高める経営戦略 価値創造ストーリー 事業戦略

コーポレート・
ガバナンス データ

グリーン戦略 サステナビリティ戦略
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重要リスク/ 重要機会
財務影響

概要 影響額 対策費

重要リスク①
水害（洪水・高潮など）に
よる建物・設備への
被害リスク

主力工場（敦賀・岩国・犬山工場）
は、水害リスクを有しており、気候
変動によってリスクがさらに高ま
ることを想定。水害による当該工
場の資産減少額を試算

時期：2030年代
資産減少額：最大約680億円※

※当該工場の簿価と水害による被害率 
（国土交通省の公表値）から資産
減少額を試算

2022～2025年度
累計実績：174億円

（安全・防災・環境投資額
の一部が該当）

重要リスク②
炭素価格の導入

2030年度の炭素価格単価（い
わゆる炭素税）を1.5万円/トン－
CO2と想定。炭素税負担額につい
て、特段のGHG排出削減対策を
行わなかった場合（BAU※シナリ
オ）と、対策を実施した場合（移行
シナリオ）を比較
※BAU：Business As Usual

時期：2030年度
コスト削減額：約100億円※

※ BAUシナリオと移行シナリオ時の
炭素税負担額の差額
•   BAUシナリオ：200億円（約130万
トン－CO2排出時の炭素価格）

•  移行シナリオ：100億円（65.5万ト
ン－CO2排出時の炭素価格）

重要リスク③
石油由来資源の削減や
代替化する要請の高まり
重要機会①
低炭素/脱炭素型素材や
製品の需要増加

今後の脱炭素に向けた社会変化
の中で、お客さまを含む社会から
石油由来資源の使用量削減や 
代替化の要請が高まることを想定。 
2030年度のフィルム事業におけ
る低炭素/脱炭素型素材・製品に
よる売上獲得額を試算

時期：2030年度
機会獲得によるフィルムセグメ
ントの売上高：約1,300億円※

※2030年度の目標売上高（2,200億
円）のうち、60%を低炭素/脱炭素
型素材・製品によるものとして試算

2025年度のフィルムセ
グメントの研究開発費
43億円の一部が該当

重要機会②
水資源の希少化による
さまざまな高度水処理の
需要の高まり

気候変動の進行および脱炭素に
向けた社会変化の中で、水処理用
膜やお客さまのGHG削減に貢献
する製品・サービス※の需要が高ま
ることを想定。これらの素材・製品 
の多くを事業領域とする環境・機
能材セグメントにおける2030年度
の売上高を試算
※省エネルギー型の海水淡水化膜、溶剤

の燃焼処理を回避し再利用を可能に
するVOC回収装置、有価物（リチウム
など）濃縮用膜・装置、廃液処理由来の
GHG排出の低減に寄与する水現像フ
レキソ版とその廃液処理システムなど

時期：2030年度
環境・機能材セグメントの売上
高：約1,500億円※

※水処理用膜やVOC回収装置のほ
か、洋上風力発電（浮体式）用係 
留索、EV用エンジニアリングプラ
スチック、蓄電池関連素材、水素
キャリア関連素材、有機薄膜太陽
電池用ドナー材料なども含む

2025年度の環境・機能
材セグメントの研究開発
費40億円の一部が該当

重要機会③
温室効果ガス（GHG）
排出削減貢献につながる
製品の需要拡大

カテゴリ 指標 目標 主な施策 2025年度実績

GHG GHG排出量

Scope1,2

2030年度： 27%削減（SBT）
（基準年度： 2020年度）

※2013年度比： 46％削減に相当

● 省エネルギー化、生産効率向上、燃料
転換、再生可能エネルギー導入など

2020年度比14%削減
（771千トン-CO2）

2050年度： ネットゼロ
● カーボンフリー燃料導入、再生可能エ

ネルギー調達、生産プロセス革新など

2025年度の再生可能
エネルギーによる発電
量は約2.4GWh

Scope3
（カテゴリ1と
11）

2030年度： 12.5％削減（SBT）
（基準年度：2020年度）

● カテゴリ1※　原材料のリサイクル材や
バイオマス由来素材へのシフト加速
※ 購入した原材料・サービスに関連する活動
（製造など）に伴う排出

● カテゴリ11※　VOC回収装置の省エネ
ルギー化など
※販売した製品の使用に伴う排出

0.2%増加
（2,322千トン-CO2）

環境関連投資

● 2022～2025年度累計実績：174億円（安全・防災・環境投資額の合計）
● 施策：自家発電設備の低炭素化、再生可能エネルギー設備の導入、生産設備や動力設備などの水害対策（高台移設/かさ上げほか）など
● 2022～2025年度実績：岩国事業所の自家火力発電所の燃料転換（脱石炭）、ガスコージェネレーションシステムの増設による犬

山工場全体のエネルギー効率向上、太陽光発電設備の導入（犬山工場・宇都宮工場・総合研究所・海外子会
社）、各工場の動力・ユーティリティ設備の省エネ化ほか

インターナル
カーボンプライシング

● 2022年度に制度導入し、当期も運用中：社内炭素価格設定 10,000円/トン－CO2

● CO2排出量の増減を伴う設備投資、開発設備への投資判断に活用

報酬 役員報酬（インセンティブ）に反映させるサステナビリティ指標の評価項目に、GHG排出量の削減を気候変動対応関係指標として
追加（2024年度実績に基づき支給される2025年7月度以降の報酬から適用）。

気候関連の機会

フィルム製品の
グリーン化比率

（移行リスクの低減も兼ねる
指標として設定）

2030年度： 60％
● メカニカル/ケミカルリサイクルの推進、

バイオマス原料の開発と採用増、フィル
ムの減容化など

18％

膜による海水淡水化 2030年度：
1,000万人分の水道水相当量

● 海水淡水化膜（RO/FO膜など）の生産
能力拡大/販売促進

● RO/FO膜などの省エネルギー化/高耐
久性化開発

● RO/FO膜などの生産/品質管理体制の
強化

520万人分

リチウムイオン電池
セパレータ工場向け
VOC回収装置の処理風量※

※ これまでに販売し稼働している
装置による処理風量

2030年度： 70億Nm3/年

● お客さまによるGHG削減貢献視点での
営業活動の強化（燃焼方式からの置き
換え）

● 東洋紡エムシー（株）による営業体制の
強化

● 印刷、フィルム・シールなどの加工業界
など、蓄電池分野以外への販売促進

● 装置のさらなる小型化、省エネルギー
化など、新技術の採用

62億Nm3/年

指標と目標

　東洋紡グループは、気候変動に対する目標を設定し、それぞれの施策を進めています。

気候変動 ESGパフォーマンスデータ（環境）

マテリアリティ指標 脱炭素社会&循環型社会、指標、2025年度実績    p.24グリーン戦略

気候変動による財務関連情報開示（TCFDに基づく開示）

イントロダクション
事業開発戦略 人材戦略

めざす姿を実現する
コミットメント

東洋紡の稼ぐ力
稼ぐ力を高める経営戦略 価値創造ストーリー 事業戦略

コーポレート・
ガバナンス データ

グリーン戦略 サステナビリティ戦略

サステナブル・グロースの実現
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　この中で、私たちは、「Innovation」と3つのP（People、Planet、
Prosperity）の視点を軸として、事業を通じて社会課題解決に貢献
し、企業理念でうたう「ゆたか」な社会の実現と企業価値向上のス
パイラルアップを目指すことを宣言しています。すなわち、当社グ
ループそのものがまず、サステナブルな存在、持続可能な存在であ
るということ、さらに、社会のサステナビリティ向上への貢献を続け
ること、これが当社グループの考えるサステナビリティです。
　2025年度以降、サステナビリティに関する戦略企画および活動
の統括・推進機能を経営企画部に統合し、サステナビリティを経営
戦略の一つとして位置付け、ありたい姿や中長期経営計画と整合し
た戦略の企画・推進を行っています。
　社外との交流を通じて得た知見を戦略検討や施策立案に生か
し、マテリアリティ指標の見直し・運用に反映するとともに、担当役
員が主体的に関与し、その実効性向上に取り組んでいます。今後
も、こうした取り組みを通じて経営戦略との連動性を一層高め、企
業価値（経済的価値×社会的価値）の向上を図ります。

安全・防災 ESGパフォーマンスデータ（社会）

マテリアリティ指標 安全・防災の項目、指標、2025年度実績    p.24
サステナビリティ戦略

サステナビリティ・マネジメント

考え方・方針

　持続可能な社会の実現に貢献することは東洋紡グループの
Visionの実現にほかなりません。つまり、Vision（めざす姿）「私たち
は、素材＋サイエンスで人と地球に求められるソリューションを創造
し続けるグループになります」を実現することです。この考えから当
社グループは〈サステナビリティ〉を経営の基軸とするという強い決
意を持って「サステナブル・ビジョン2030」を策定しました（2022年5

月公表）。

常務執行役員
サステナビリティ・企画部門統括

飯塚 憲央

年月 主な取り組み

2025年

4月
●  業界最薄20μmのシュリンクラベル用PETフィルム「SC836-20」が国際的なプラスチックリサイ

クル性能に関するAPR認証を取得
●  当社フィルム製品のGHG排出原単位をウェブサイト上で公開

5月 ●  EcoVadisブロンズメダル獲得（2026年6月には、EcoVadisシルバーメダルを獲得）

6月
●  米国バイオベンチャーと共同開発契約を締結
   ―プラスチック原料用のサステナブルな基幹化合物の開発―
●  「資源循環プロジェクト」が「ワールドスターコンテスト2025」特別賞を受賞

7月
●  サステナビリティ・企画部門統括の飯塚が、日経新聞社・日経リサーチ主催シンポジウムに登壇
 ●  年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が採用する6つのESG投資指数の全ての構成銘柄

に3年連続で選定
11月 ●  LGBTQ+に関する取り組み指標「PRIDE指標2025」で「ブロンズ」獲得

12月
●  国際的な環境格付け機関CDPの2025年調査：
   「気候変動」「水セキュリティ」の2分野で最高評価「Aリスト」に初の同時選定

2026年 3月 ●  「健康経営優良法人2026 大規模法人部門」に認定

サステナビリティ推進体制 （2026年4月1日現在）

方針
1   社会の持続可能性に配慮した経営、ひいては当社グループの持続可能
性を向上させる経営

2   強固な経営基盤を構築するサステナビリティ ： 経営基盤軸（ESG）
3   競争力を強化し、成長をけん引するサステナビリティ ： 事業軸（CSV※）

　　※Creating Shared Value：共有価値の創造

概念整理 サステナビリティ / CSV / ESG

(社会課題解決)

事業を通じた
社会価値創造
事業を通じた
社会価値創造
事業を通じた
社会価値創造

各事業本部

CSV

ESG

社会に正（＋）の
影響を与える

ポジティブ
インパクトの促進

社会に負（ー）の
影響を与えない

ネガティブ
インパクトの抑止

社会要請への対応

各事業本部、コーポレート部門

GHG削減、人権尊重、
サプライチェーンにおける社会・環境配慮 など

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

取締役会 監査等委員会

社長

コーポレート部門 事業本部

サステナビリティ委員会

経営会議

リスクマネジメント委員会

コンプライアンス委員会

気候変動・生物多様性委員会

テーマ
①マテリアリティ、指標の進捗
②価値創造プロセス
③委員会体制および規程の見直し
④BCM・BCP対応
⑤気候変動対応
⑥人的資本経営
⑦社会貢献活動
⑧ESGに関する外部評価関連

2025年度 サステナビリティ委員会

実施回数 ： 6回

2025年度の主な取り組み

イントロダクション
事業開発戦略 人材戦略

めざす姿を実現する
コミットメント

東洋紡の稼ぐ力
稼ぐ力を高める経営戦略 価値創造ストーリー 事業戦略

コーポレート・
ガバナンス データ

サステナブル・グロースの実現
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ジェンスへの理解浸透を通じ、意識向上とリスク感度の底上げを推
進しています。2025年度は当社単体の全管理職に対して必修とし、
マネジメント層から現場への確実な展開と定着を図りました。また、
e-learning導入により、自主的な学習機会も提供しています。

 苦情処理・内部通報制度の設置
苦情処理委員会や内部通報制度「コンプライアンス相談窓口」にお

いて人権関連の相談・通報を受け付けています。また、コンプライアン
スアンケートを通じて人権問題の早期把握・解決に努めています。

 東洋紡グループのCSR調達活動
　当社グループは、サプライチェーン全体で持続可能な社会の実現
に貢献するため、適正な取引基本方針を確立し、責任ある調達・物
流を行っています。また、「CSR調達ガイドライン」および「グリーン調
達ガイドライン」を定め、お取引先さまに人権や環境配慮へのご理
解とご協力、ならびに積極的な取り組み推進をお願いしています。
直近では、2026年1月に「CSR調達ガイドライン」を改定しました。
東洋紡グループ CSR調達説明会
　2025年11月、全世界の主要なお取引先さま（約360社）に対し、
CSR調達説明会を研修の一環として実施しました。気候変動や人
権尊重、資源循環、CSR調達方針などの取り組みおよびパートナー
シップ構築宣言、公益通報者制度への対応について説明するとと
もに、サプライチェーン全体で持続可能な社会の発展に貢献したい
旨を表明しました。
CSR調達アンケート

全世界の主要なお取引先さまに対して「CSR調達ガイドライン」を
周知し、アンケート調査とそれを踏まえた対話を1年ごとに実施し、2

年で1サイクルのサプライヤーエンゲージメントを行っています。ア
ンケート調査は、直近では2025年度に実施しました。評価結果は右
記のとおりです。

サステナビリティ戦略

人権の尊重

考え方・方針と体制

東洋紡グループは、人権の尊重が社会の一員としての責任を果
たし、信頼される企業であり続けるために欠くことのできない要素
であると考え、「東洋紡グループ人権方針」のもと、積極的かつ体系
的に取り組みを進めています。また、「国際人権章典」や「労働にお
ける基本的原則及び権利に関するILO宣言」などの人権に関する
国際規範を支持・尊重しています。

人権に関する監督・責任者は、サステナビリティ・企画部門統括
（常務執行役員）です。

取り組み

 国内外における人権配慮と調査
2023年度、当社国内事業所およびグループ会社を対象に、児童

労働や雇用平等、安全衛生などに関する「労働と人権」調査を実施
し、人権関連の法令違反がないことを確認しました。2024年度は、
海外グループ会社全社を対象に、「ビジネスと人権アンケート」を実
施し、児童労働や強制労働などの著しい人権侵害はないことを確
認しました。また、外国人技能実習生については、受入事業所およ
びグループ会社への調査と本人ヒアリング・現場確認を通じ、制度
運用および労働関係法令の順守状況、ならびに人権が適切に確保
されていることを確認しています。さらに、監理団体へのヒアリング
を通じて採用方法や本人負担費用の適正性を確認しました。2025

年3月より、技能実習生、特定技能生などを対象とした定期調査を
開始するなど、継続的なモニタリングの強化に取り組んでいます。

 社内研修
2023年度より、「ビジネスと人権研修」を全従業員対象に毎年実

施しています。「東洋紡グループ人権方針」の周知とデュー・デリ

マテリアリティ指標 人権（当社グループ）の項目、指標、2025年度実績    p.24

サプライチェーンマネジメント ESGパフォーマンスデータ（社会）人権の尊重

1   調査の概要
●  集計範囲：取引金額の90%にあたるサプライヤー
●  対象サプライヤー数：363社
●  内容：国際的なガイドラインや外部の専門的知見を参考に、人権、労

働、環境、公正な事業慣行などを含む（株）日経リサーチの「日経サステ
ナブルリンク」の調査票を採用

●  項目：サステナビリティ・マネジメント、環境、人権と労働、公正な事業
慣行、サプライチェーンマネジメント、救済へのアクセス

2   集計結果
●  回収率：99％（2026年7月時点）

3   評価結果
　本アンケート結果に基づくリスク判定は、「日経サステナブルリンク」での
回答内容を当社独自基準により評価しています。前回Ｄランクと判定され
たお取引先さまに対してはエンゲージメントを実施しており、その結果、人
権に関する対応が進展し、多くのお取引先さまがＣランク以上へと改善しま
した。一方で、調査票の変更に伴う評価項目の見直しや取引構成の変化
の影響により、新たにＤランクとなったお取引先さまも確認されています。

4   今後の対応
　Ｄランクと判定されたお取引先さまに対しては、2026年度中に改善に
向けた取り組みを依頼するとともに、CSR調達ガイドラインおよび人権
への取り組みに対する理解・同意に向けたエンゲージメントを実施しま
す。併せて、当該お取引先さまを重点フォロー先として位置付け、継続的
な改善支援を行っていきます。

リスク判定 点数区分（400点満点） 社数 比率
A 300点以上 89 25%
B 101～299点 198 55%

C 100点以下
重大リスク項目（人権）の該当はなし 39 11%

D 100点以下
重大リスク項目（人権）の点数が低い 35 10%

– 計 361 –

人権

労働

環境

公正な企業活動品質・安全性

情報セキュリティ

サプライチェーン

地域社会
78

75
87

75
7988

86

67
76

コーポレート・ガバナンス

A:25%

B:55%

C:11%

D:10%

CSR調達アンケート評価結果
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取り組み

　「東洋紡グループ安全衛生基本方針」に基づき、安全文化の醸成（安全最優先の意識の定着と教育体
系の見直しなど）と、安全基盤の整備（マネジメントシステム構築による安全管理の充実など）の2つの側
面から取り組みを推進しています。また、2030年度に向けたロードマップを策定し、安全文化レベルを計
画的に向上させていきます。

 安全文化の醸成
● 安全最優先の風土づくりを目的とした「安全宣言」を策定
●  組織の安全文化レベル向上を目的とした安全意識レベル調査の活用
●  新任役員およびグループ会社社長を対象とした、外部機関を活用した経営層向けワークショップや

管理職教育の実施
 安全基盤の整備

●  災害の未然防止を目的としたリスクアセスメントや作業研究、手順書の作成、他社・他職場で発生した
災害の事例研究、ならびに法定点検および自主点検による設備・機器の維持管理

●  災害発生時における「業務上災害対応要領」に基づく迅速な報告・情報共有体制の整備
●  新規事業・プロジェクトにおける労働安全衛生に関する事前調査およびリスク調査の実施
●  自然災害に備えた建物の耐震強化、緊急時の対応訓練の実施、リスクマップの作成
労働安全衛生マネジメントシステム（ISO45001）の取得
　労働環境のリスク低減のため、労働安全衛生マネジメントシステム（ISO45001）の適合証明取得を進め
ています。2026年3月時点で、敦賀事業所、岩国事業所、宇都宮工場、犬山工場の4拠点が取得しています。

安全・防災 ESGパフォーマンスデータ（社会）

マテリアリティ指標 安全・防災の項目、指標、2025年度実績    p.24
サステナビリティ戦略

安全・防災

考え方・方針

　東洋紡グループは、安全・防災を企業活動の大前提とし、従業員や協力会社も対象とした「東洋紡グ
ループ安全衛生基本方針」を定め、安全な職場環境づくりに努めています。
　また、2018年9月6日に発生した敦賀事業所第2での大規模火災、2020年9月27日に発生した犬山工場
火災による死亡事故の記憶と教訓を決して風化させないという強い決意のもと、毎年9月を防災月間、9月
6日を「東洋紡グループ防災の日」と定め、火災を含む防災に関する啓発活動を継続しています。

体制

　安全・防災に関する取り組みを着実に進めるために、強い権限を持つ組織として「安全防災・生産技術
部門」を設置しています。部門を統括する役員（代表取締役 兼 専務執行役員）が方針と重点活動を策定
し、経営会議およびサステナビリティ委員会で決定、進捗を報告しています。また、環境安全防災会議で方
針や活動内容の共有と各部門での安全・防災活動の有効性の評価を行うとともに、安全防災推進会議に
おいて具体的事項の審議・決定および進捗管理を実施しています。

安全防災ロードマップ

「安全」「防災」「環境」に関する体制（2026年度）

現場リスクの再評価

活用状況のフォローアップ

2025年度 2026年度 2027年度 2028～2030年度

独立型※への挑戦 独立型※へ 相互啓発型※への挑戦

階層別教育の充実（経営幹部、事業場長および管理職ワークショップ、新入社員研修など）

安全意識調査の活用、安全活動参画機会の充実、安全対話の拡大

労働安全、防災マネジメントシステム（ISOなど）の定着と浸透によるリスク低減

類似災害の撲滅：過去災害データの安全防災教育への活用

安全文化レベル

安全文化の醸成

安全基盤の整備

※この表現は、安全文化の発展段階を表す「dss+ブラッドリーカーブ」からの引用です

※1

※2 ※2

化学物質管理部会

※4

※1 「安全・防災・環境」活動に対する有効性評価、方針管理
※3 活動の支援、情報提供、部門間調整

※2 具体的事項を審議・決定し、進捗を管理
※4 方針説明、活動の進捗報告

東洋紡グループ
環境安全防災会議

※3

グループ会社

事業所・工場

環境安全担当部署

安全衛生
委員会

安全防災推進会議 地球環境推進会議

事業本部長

活
動
計
画・実
施・管
理

安全防災・生産技術部門長

環境安全防災部長

環境安全防災部

経営会議
サステナビリティ委員会
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取り組み

 品質保証の取り組み
開発・生産・販売活動における基本的な考え方・行動指針を記した

「品質保証マニュアル」を各拠点に共有し、当社グループの「モノづ
くり」の基本思想としています。QA体系整備を通じて品質・製品安
全の体制を強化するとともに、「品質保証ガイドライン」により体制
のレベルアップを図っています。また、品質保証本部長レビューや
中間レビューにより各事業本部の課題と改善状況を継続的に確認
しています。さらに、毎年11月を品質月間と定め、経営層メッセージ
やセミナー、職場での対話を通じて品質意識向上と文化醸成を推進
しています（下図参照）。

サステナビリティ戦略

品質

考え方・方針

東洋紡グループでは法令などの順守はもとより、製品・サービス
の安全性や環境への配慮、高い品質によるお客さまの満足と信頼
を獲得するため、「東洋紡グループ製品安全・品質保証基本方針」を
定めています。提供する製品・サービスの品質と安全性を確保する
ために、適切な管理体制を構築し、適正な手順で品質検査を行うと
ともに、データなどを適切に取り扱うよう努めています。また、2030

年度のありたい姿の実現に向けたロードマップを策定し、基盤の整
備と文化の醸成の両側面において取り組みを進めています。

体制

当社グループでは、PS（Product Safety：製品安全）およびQA

（Quality Assurance：品質保証）を統括する品質保証本部会を設け
ています。品質を統括する役員、各事業本部を担当する品質保証総
括部長と品質保証統括部長で構成され、毎月開催しています。また、
各事業本部の部長クラスを推進委員としたPS/QA推進委員会の開
催を年6回計画しており、2025年度も計画通り6回実施しました。

当社グループは、2021年度から「3ライン体制」を取り、第1ライ
ン（事業部門/生産拠点）、第2ライン（品質保証統括部）、第3ライン

（内部監査部）の3部門からなる、多重的に不正を発見・予防する仕
組みを導入しています。

販売・サービス

フォロー
品質の
確認

品質の
作り込み

ねらいの
品質

体系作り

実行・実績の確認

管理・技術力の向上

市場

お客さま
ニーズ

他社動向

社会情勢

品質情報計画

要求品質

品質評価確認

お客さま

購入

使用

品質評価

QA活動の概要 東洋紡グループ製品安全・品質保証基本方針

サステナビリティ委員会 （委員長：社長）

PS/QAアセスメント

生命倫理審査委員会 （委員長：品質保証統括部長）

PS審査委員会  （委員長：品質保証統括部長）

PL事故対応訓練PL事故対応訓練の実施

方針承認

製品安全施策の審議・決定

製品安全施策の審議・決定

製品安全施策の実施確認・評価

製品安全審査の実施

報告 PS/QA推進委員会 （委員長：品質保証本部長）

品質保証本部会 （本部会長：品質保証本部長）

製品安全（PS）対応の仕組み

品質保証ロードマップ

品質 ESGパフォーマンスデータ（社会）

マテリアリティ指標 品質の項目、指標、2025年度実績    p.24

 製品安全推進活動
事業部門から独立した品質保証本部および当該部門以外の品質

保証担当者によるPS/QAアセスメントにおいて、各部門、グループ
会社の取り組み状況を確認し、品質リスクの改善に取り組んでいま
す。さらに、PSとPL（Product Liability：製造物責任）のリスク度合い
を判定する基準に基づき、製品開発から販売までの各段階で審査を
行い、リスク低減に努めています。なお、製品安全の確保には万全を
期して取り組んでいますが、各事業本部において、PL事故が発生し
た場合を想定した訓練を定期的に実施しています。

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2030年度 ありたい姿

品質基盤の
整備

法令の順守 法令順守のための情報が抜けなく収集・対応・周知されている

製品安全確保 品質保証プロセスが完備され、DI（Data Integrity）が
確保されている

製品安全推進
体制の確保

製品の開発・設計・製造・販売・使用から廃棄に至る全ライフサイクル
およびサプライチェーンを通した製品安全・品質保証体制が確保される

品質文化の
醸成

情報の保護・
提供

製品安全・品質保証の活動に必要な情報の周知（守秘）が
徹底されている

教育・啓発 経営者と従業員が品質優先の一体感を持ち、活動に必要な
知識が十分に備わり、常に改善の声を上げられるチームになる

法令適合の全社ガバナンス強化
全社的な化学物質管理の仕組み構築

第1・第2ラインの業務の分離・明確化
品質保証プロセスのレベルの定量化

品質教育プログラムの拡充
専門人財の育成とモチベーションアップ

新体制の規程整備
プロセス情報共有システム構築によるミエル化

戦略的なローテーション
専門技術応用力の向上／品質キャリアパスの整備

アセスメントによる牽制・改善支援
品質コンプライアンスリスクの極小化

周知情報、守秘情報の一元管理

事業部門／生産拠点

第1ライン

事業部門によるリスク管理

日々の
業務執行

チェック・
職務分離

第2ライン

リスク把握・
対策策定・モニタリング

管理部門によるリスク管理

品質保証統括部

第3ライン

内部監査

内部監査部門による監査

内部監査部
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 教育・啓発活動
　各職場でのコンプライアンスマニュアル研修（読み合わせ）に加
え、ケーススタディ形式の「コンプライアンスミニスタディ」や、グルー
プ内事例・他社不祥事を踏まえた「コンプライアンスレポート」の発
信により、実践的な気づきの浸透を図っています。さらに、全グルー
プの従業員など向けに動画形式の勉強会を実施（2025年度延べ
5,328人受講）するとともに、管理職、新入社員、営業職、海外赴任者
などへの階層別・職種別教育を行っています（2025年度27回実施）。

 コンプライアンスリスク評価
　毎年、コンプライアンス意識調査を行い、グループ全体の課題
や問題の兆候の把握に努めています。2025年度は7,534人の従
業員から回答を得ました。調査結果は全従業員に共有し、明らか
になった問題の是正・防止、コンプライアンス活動の改善に活用し
ています。

 腐敗防止に対する取り組み
　当社グループは、汚職・贈収賄などの腐敗行為、談合・カルテ
ル、不正競争、不正会計の防止を重要なコンプライアンス課題と位
置付けています。腐敗行為の防止に向けては、関連規程や贈答接
待の基準を定めたガイドラインを整備し、社会通念を超える贈答
接待の辞退や受領時の報告により透明性の確保に努めています。
2025年度は各国規制の強化を踏まえ、規程の再整備と基準の明
確化を実施し、研修などを通じて周知徹底を図りました。
　現場における腐敗リスクは、全社的なリスク管理体制のもとで評
価・管理しています。また、腐敗防止の取り組みを含むコンプライ
アンス活動の状況は、取締役会への定期的な報告および監査等委
員による監査を通じて監督され、その実効性を確保しています。

コンプライアンス

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

62 78 102 116 100

ESGパフォーマンスデータ（ガバナンス）

マテリアリティ指標 コンプライアンスの項目、指標、2025年度実績    p.25

反行為、不正行為、反倫理的行為（汚職・贈収賄・横領などの腐敗行
為、談合・カルテルなどの競争法に違反する行為、いじめ・ハラスメ
ントを含む）に関する通報・相談を受け、問題の早期発見や是正お
よび未然防止に努めています。
　また、2024年度に引き続き、海外・多言語対応の窓口（グローバ
ル内部通報窓口）の整備を進めました。窓口を安心して利用できる
よう、相談者の秘密を守ること、相談・通報により相談者に不利益が
生じないことを保証しており、匿名での相談も受け付けています。

コンプライアンス相談窓口の種類

　2025年度の相談件数は100件（うち社外相談窓口への相談件数は2件）で
した。コミュニケーション・人間関係・ハラスメントが最も多く、次いで人事・労
務関係（勤怠・処遇など）が続きました。相談者へのアドバイスや質問に対す
る回答のほか、相談者の意向を尊重しながら会社として事実確認・調査を行
い、問題が認められた場合には是正措置や再発防止措置を実施しました。

1  社内相談窓口 2  社外専門サービス会社窓口
  （グローバル内部通報窓口を含む企業倫理ホットライン）
3  社外弁護士窓口 4  監査等委員会窓口

コンプライアンス相談窓口（内部通報窓口）相談件数

サステナビリティ戦略

コンプライアンス

コンプライアンス相談窓口における対応の流れ

1 窓口にて相談・通報を受け付け、内容を確認

2
窓口、関係部門・会社にて事実調査（証拠の確認、行為者や第三者へ
のヒアリングなど）を実施

3 事実調査の結果に基づき、違反・不正などの有無やその程度を評価

4
違反・不正やそのリスクが認められた場合、その内容に応じて関係部
門・会社において是正策や再発防止策を実施し、行為者への注意指導
や懲戒処分を実施。また、グループ全体に向けた再発防止策を実施

5
窓口から相談・通報者へフィードバックを行い、必要に応じ是正状況な
どをフォローアップ

考え方・方針

　東洋紡グループは、『順理則裕』の企業理念をコンプライアンス
の核としています。
　また、「東洋紡グループ企業行動憲章」で宣言した原則に基づき、
従業員が守るべきルールを「東洋紡グループ社員行動基準」として
定め、これを具体的に分かりやすくまとめた「東洋紡グループ コン
プライアンスマニュアル」の配布、読み合わせによって、グループ従
業員の理解の促進とルールの周知徹底を図っています。

体制

　経営会議のメンバーが委員となり、経営の観点からグループ全
体のコンプライアンスを推進するコンプライアンス委員会と、その傘
下に具体的な取り組みを検討するコンプライアンス推進委員会を
置き、両委員会の事務局である法務・コンプライアンス部がグルー
プ全体にわたって法令順守およびコンプライアンスを推進します。

取り組み

 コンプライアンス推進活動
　2025年度は、コンプライアンス委員会を2回、コンプライアンス推
進委員会を4回開催し、「小事が大事」をキャッチフレーズにコンプラ
イアンス意識の向上に向けた啓発活動、教育／研修、コンプライア
ンス相談対応に取り組みました。

 コンプライアンス相談窓口
　当社グループは、役員・従業員など向けのコンプライアンス相談
窓口（内部通報窓口）を設置しています。職場での法令・ルール違
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リスクマネジメント ESGパフォーマンスデータ（社会）

マテリアリティ指標 情報セキュリティ、プライバシーの項目、指標、2025年度実績    p.25

考え方・方針

　東洋紡グループでは、「リスクマネジメント基本方針」に基づき、
企業活動におけるリスクを適切に管理することで、持続可能な成長
と社会への貢献を目指しています。当社グループのリスクマネジ
メント活動は、リスクオーナーであるリスク内在部門（事業の現場）
がリスクを抽出・評価し、リスク管理の策定と実行をリスク主管部門

（スタッフ部門）と連携して展開しています。また活動の企画・推進
は、リスク統括部門であるリスクマネジメント部が担っています。
　当社グループで取り組むべき重大リスクを毎年見直し、適切な
評価と管理を実行することで、お客さま、地域の方々、株主などのス
テークホルダーの皆さまから信頼を得るよう努めています。

体制と活動状況

　リスク統括部門であるリスクマネジメント部は、グループ全体のリ
スクを統括する部門としての位置付けを明確化するため、2026年度
から社長直轄組織として配置しています。
　また、当社グループのリスクを一元的に管理することを目的とし
て、社長を委員長とする「リスクマネジメント委員会」を設置してい
ます。本委員会は、経営会議メンバー（事業本部長、コーポレート・ス
タッフ部門の管掌役員）で構成され、全社的なリスクマネジメント活
動を推進するため半年ごとに（年2回）開催しています。

情報セキュリティ

 考え方・方針
　「東洋紡グループ企業行動憲章」に示すとおり、社会に貢献し、
人々から信頼される企業としてあり続けるため、情報セキュリティ
の重要性を従業員一人ひとりが認識し、適切に取り扱い、情報セ
キュリティに関する問題を起こさないようにしなければなりません。 

情報セキュリティに関する基本方針として、「管理体制」「法令順守・
社内規程」「教育・訓練」「情報システム運用」「事故対応」の5項目に
関する内容を宣言しています。

 体制
　情報セキュリティ対策活動を推進するための組織として、経営層
が任命した最高情報セキュリティ責任者（CISO）をリーダーとする
情報セキュリティ部会（TOYOBO-CSIRT※）を設置しています。本部
会は、全社の情報セキュリティに関する状況把握、基本方針の策定、
管理体制の維持、各施策の実行および監督を実施しています。
※Computer Security Incident Response Team

 情報セキュリティ対策
　国内外の関係会社を含むグループ全体で、本社と同一水準の情
報セキュリティ対策を推進しています。 AIを活用した24時間体制の
セキュリティ監視のもと、深刻なインシデント検知時には自動的に遮
断措置を講じ、被害の最小化を図ります。また、インシデント対応訓
練を継続的に実施し、対応力の向上に努めています。さらに、重大
なインシデント発生時には、リスクマネジメント体制へ円滑にエスカ
レーションする仕組みを整備しています。 加えて、サプライチェーン
リスクを踏まえ、IT-BCP※への取り組みを強化し、有事における事業
継続体制の高度化を図っています。
※災害や障害発生時に重要システムを早期に復旧し、業務継続を支えるための計画

　本委員会では、当社グループ全体に影響を及ぼす重大リスクに
対して、全社的リスクマネジメント（ERM）活動として、各リスク主管
部門が主導して進めている低減対策の取り組み状況をモニタリング
し、協議・審議を行います。また、2025年度には、グループ全拠点を
対象としてリスク評価を実施し、網羅的にリスクを可視化し、新たに
全社的に取り組むべきリスクを抽出し、重要課題として取り上げてい
ます。さらに、各拠点における優先的に対処すべき事案を抽出して、
リスク主管部門と協業してリスクを低減させる事業リスクマネジメン
ト（BRM）活動を推進しています。

 事業継続マネジメント（BCM）、事業継続計画（BCP）
　リスクマネジメント委員会傘下に、各部門より選出されたメンバー
で構成したBCM分科会を設置し、当社グループのBCMを推進して
います。この分科会は、各部門でのBCP策定、教育、訓練を主導し、
大規模地震などの緊急事態発生時の情報収集、発信、事業継続に
必要な対応の窓口を担当します。緊急事態の発生あるいは発生が
予見される場合は、全社BCP対策本部を設置し、迅速な対応により
速やかに危機を収束させます。

 BCPの取り組み
　2024年度は、南海トラフ地震を見据えた大規模地震（震度5強以
上）に対する東洋紡グループ事業継続（BCP）ガイドラインを策定し
ました。このガイドラインでは、被災状況の確認・連絡体制・全体を
指揮する責任者・復旧作業を行う体制とその役割、優先順位などを
定めています。2025年度には、各事業部が策定したBCPに基づき、
主要拠点において大規模地震の発生を想定した訓練を行い、訓練
からの気づきを平時の取り組みに生かしています。
　また、経済安全保障上の観点が重要視される地政学リスクによる
サプライチェーン全体におけるリスクの把握・管理に努め、複数購
買および代替輸送手段・ルートの設定を進めています。

サステナビリティ戦略

リスクマネジメント

管理体制・プロセス
サステナビリティ委員会

リスクマネジメント委員会 コンプライアンス委員会 気候変動・生物多様性委員会

フォローアップ

参画・報告

参画・報告

活動の
取りまとめ 各リスク主管部門 各リスク内在部門

施策検討・展開・
モニタリング

施策実行・自己点検

リスクマネジメント部

イントロダクション
事業開発戦略 人材戦略

めざす姿を実現する
コミットメント

東洋紡の稼ぐ力
稼ぐ力を高める経営戦略 価値創造ストーリー 事業戦略
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